









































































































































































































































































究開発費 /（アジア現地法人の研究開発費 + 国内研究開発
費））は１～３％と、意外に高くなっています。さらに、
３年後の方針としてアジア地域の研究開発費の割合を増や
すと答えた企業が半分近くに上りました。全体の４分の１
の企業が、アジア地域に研究開発拠点を持っています。
　商品開発の現地化に向けたアジア研究開発拠点の設置に
ついてみると、現地のニーズに合った商品を開発するため
には、やはりアジアにおける研究開発費の割合を高めてい
くことです。アンケートでは、アジアに研究開発拠点を置
く理由も尋ねており、「生産拠点に近い」からという答え
とアジア生産比率の相関が非常に高くなっています。
　中国および ASEAN に研究開発拠点を設置する理由を
みると、「市場規模の大きさ」や「最新の市場の情報・ト
レンド」「生産拠点に近い」を挙げる企業ほど「現地の顧
客ニーズに応える商品を開発する」を目的に掲げ、事実そ
のような商品を提供している傾向が強いと言えます。な
お、中国では「自社の専門領域に関わる知識を持っている
人材が豊富」「他企業の研究所・大学の研究機関などが集
積」「現地政府の優遇策がある」といったイノベーション
の環境状況と「現地の顧客ニーズに応える商品を開発す
る」という目的との相関関係が強くなっていることが分か
ります。中国にはいろいろな問題もありますが、本学会で
訪問した深圳の例にあったように、イノベーションを推進
しやすい環境が出来つつあります。
　また、商品開発の現地化には技術移転の問題が関係して
きますが、当然ながら、最先端の技術はなかなか移転しま
せん。しかし、驚いたことに、現地の顧客ニーズに応える
商品開発を研究目的に掲げている企業ほど技術移転に積極
的であることが、アンケート調査の分析結果から分かりま
した。
　問題は、大企業であればいろいろな技術を持っているの
で、移転する技術の選択が可能ですが、中小企業では難し
いということです。ただし、アジアの厳しい競争の中で
は、移転に消極的では戦っていけません。いかにスムーズ
に技術移転をするかが、現地のニーズに対応した商品開発
の現地化にとって重要な課題だと思います。
　具体的な事例をご紹介しましょう。上海ハウス食品では
「カレーライスを中国の人民食にする」という最終目標を
掲げて展開しています。現地の好みに合う隠し味の工夫
や、トップ自らが強力に商品をアピールする、あるいは小
さな子供を対象に、幼い頃からカレーを好きになるように
するといったことをしています。ただし、この企業が黒字
になるには７年かかったとのことです。
　次にアイデンベトナムの事例ですが、現地化を進める過
程で、日本人とベトナム人を同時に部長にして、いかにう
まくベトナム人に将来を任せるかというなかなか興味深い
試みを行っています。また、タイのサハセーレンでは、現
地のニーズに応える商品開発を行う研究開発センターをバ
ンコクに設け、IT を活用して非常に厳格な現地一貫生産
体制を築いています。
６ ．日本企業が発展するための戦略的課題―マネジ
メント人材の育成力の強化
　最後に、マネジメント人材の育成力強化についてお話し
します。「本社レベルで事業を構想・推進できる人材」 
と「現地法人でマネジメントを任せられる人材」の育成を
分けて考える必要があります。本社レベルにおいては、よ
く「内なる国際化」といわれるように、価値観の異なるさ
まざまな国の人が議論をするという意味で、アジアはイノ
ベーションが大いに起こる可能性を秘めており、将来、非
常に期待がもてると思います。
　ただし、そうしたダイバーシティを組み込んだ組織をま
とめていくリーダーは大変です。世の中の動向に非常にセ
ンシティブな感覚を持った方、やると決めたら絶対にぶれ
ない方が、リーダーとして非常に重要になってくるでしょ
う。
　現地法人については、生産管理・品質管理レベルのノウ
ハウを本社から移転することはうまくいっているのに対し
て、現地のマネジメントレベルの研修などはなかなかうま
くいっていません。将来、現地法人全体のマネジメントを
任せられる人材の育成が、大きな課題になってきたと思い
ます。
　ダイバーシティを組み込んだ組織で人材を育てるために
は、学生のうちから語学力向上や海外インターンシップを
経験させ、海外事業の大変さや成功した際の喜びを肌で感
じさせることが必要でしょう。また、アジアビジネスの即
戦力になり得る留学生の採用・育成にも積極的に取り組ま
ねばなりません。場合によっては、現地で採用した優秀な
15アジアの市場開拓に挑む 日本企業の戦略的課題
外国人を本社に移籍させることも考えられます。このよう
に、人事にダイバーシティの考えを取り入れている企業
は、アジアでの生産比率も高くなっています。
７ ．むすび―今後のアジアビジネスとAIBS学会
　むすびとして、ポイントを五つ挙げました。
①　活気溢れるアジア市場を開拓するには、個別企業の利
益を超えて、アジアの繁栄に貢献するという高い志を
持った「アジア共生力」を強化する。企業の強みを踏ま
え、「アジア知」を携えたトップ自らが強いリーダー
シップを発揮すべきである。
②　現地の生活者の視点に立って、「現地ニーズにきめ細
かく応える商品開発力」を強化する。それには、アジア
での研究開発費の割合を高め、日本からの技術移転も積
極的に行う。また、現地法人トップ自らの商品アピー
ル、販売網の整備などによりブランド力の浸透に努める。
③　アジアビジネスを担う「マネジメント人材の育成力」
を高めるには、企業組織にダイバーシティを積極的に組
み入れる。
④　この人材育成は、企業内だけではなく、“産学公連
携”で進めていく必要がある。産業界と大学が連携して
教育プログラムを作り、効果的な教育を実践していく。
“公”もアジアの活力を地域振興に取り込める人材が必
要になる。
⑤　AIBS 学会は、アジアの未来を切り拓くマネジメント
人材の育成に一層力を入れていく。
　①から③は本日のまとめですが、④については、今後、
産学公連携できちんと進めなければなりません。特に、産
業界のニーズに合わせて大学がユニークなプログラムを作
成し、効果的な教育を実践する必要があります。なお、
「産学公連携」の「公」の部分では、アジアの活力を地域
振興に生かせる人材が行政レベルになかなか見当たらない
ため、その育成もこれからの課題です。これについては
2016年度に創設された亜細亜大学都市創造学部でいろいろ
進めていると思いますが、本学会でも引き続き関心を持っ
ていきたいと思います。
　⑤について、本学会では研究はもちろん、アジアの未来
を切り開くマネジメント人材の育成に、一層力を入れてい
きたいと思います。以上のようなことについて、具体的な
ご提案やご助言をぜひお願いいたします。
　なお、日本の中小・中堅企業の中には、世界の最先端で
勝負している素晴らしい企業や長年にわたって事業を継続
している企業がありますが、後継者問題を含めて、いろい
ろな困難に直面しています。このような企業のアジアビジ
ネスの支援も視野に入れて活動を進めていければと考えて
います。
　設立10周年を機に、これからも AIBS 学会（アジア・国
際経営戦略学会）を一層盛り上げていきたいと思いますの
で、よろしくお願い申し上げます。
